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1）大阪府商工労働部雇用推進室へのインタビューは、2009年 7 月 9 日（木）13：30～17：50に実施し、浜田
真紀氏（企画グループ総括主査）と今村大輔氏（企画グループ副主査）にご協力いただいた。当方は、筒
井美紀（京都女子大学現代社会学部）、小柏円（大阪大学大学院人間科学研究科博士前期課程）、筆者の 3



























































































































時間は 1 ～1 . 5時間である。特に今年度からは、複数の困難要因を抱える継続ケースの増加、
面接や他の支援機関への同行の増加などにより、新規の相談はコーディネーター 1人につき、












































































































































2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2003年度 （注 1 ） 
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